


別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

r［手在▽け在i駄、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

θ士盲序▽け百斤存紬、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1003－9 1 1 89－1 山林 0．16 スギ 49 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1003－9 1 1 89－2 山林 0．15 その他広 56 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4、

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1003－9 1 1 89－1 山林 0．16 スギ 49

2 村上市中浜 1003－9 1 1 89－2 山林 0．15 その他広 56

3

4 ～

5

6

7

8

9

10

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一
　この計画に同意する。

　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。

　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　　　　　　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

　　　　　　（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　　　　　　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部
　　　　　　　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

　　　　　　（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　　　　　　　すること。
　　　　　　（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一・の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う．

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　　　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合　　　イ
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し・又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林にっいて販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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、
＼（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

　　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。なお、

　　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

　　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請
　　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

　（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを

　　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。

　　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請
　　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　　する。

　　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

　（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき　　　　　一
　　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

　（12）損害の賠償

　　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

　（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

　（14）甲の通知及び届出
　　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない．

　　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

　（15）経営管理実施権配分計画の作成
　　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。
　　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

　（16）その他
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1　　　　　対象森林　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’C－1

所在 地番 林班小班

　

施業
番号

〈経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林
化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に
よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1003－9 1 1 89－1

C－2
村上市中浜 1003－9 1 1 89－2
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除
した額とする。

○　利用間伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販
売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1003－9 1 1 89－1

D－2
村上市中浜 1003－9 1 1 89－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名叉は名称）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（住所又は所在地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班
　1
小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76 2022，10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

5

6

7

8

9

10

心
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業

番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58 r

2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52

3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76

4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意） （1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4＞（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　　　　1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため・1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造　　　乙は、
　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい
　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる．また、乙はこの縫鯉糠獅画及び当撒営管理実施勧分計画に規定された幸階徴収罐限の鯛内において・経営鞠実施瀦に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②イ 乙R慧馨瓢麟漂㌫森蕊享（、）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）・

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7漂漂㌍欝幣㍉ずる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随馳入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当繍木に

②設漂轡漂麟饗鴎；蕊暴㌶匡鷲蟻森離㌫業道その他の艦設置し、又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 雪議籔っいて販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実離が設定されるときには経営管理実施瀦が）　EP｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める．
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（1D災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一・部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする．

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない．

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない．
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合・甲が住所又は名称を変更した場合・甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15瀧欝講灘麗璽定を受じナた森林の一部又は全部についてこの経営管理糠積計画の内容に適合する馴こおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い・甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

C－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

〈経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 1 1 71－0
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

6響警糟灘㌶三き曇㌶額｝よ木材の販売による収益の額から、主側こ係る縫木材の販売に係る経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

とた籍量脇こっいて甲に支払われるべき金銭の鰍木材の販売による収益の額から利用間伐に係る顯及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

D－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 1 1 71－0
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

／エ々▽脾々各、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（件所又は所イ午地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

　　　　　し
経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及

　び方法

備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59

2

3

4

5

6

7
k

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意） （1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2巷灘管理樵積調の定めるところにより設定される経営管理轍び経営管理受益権｝ま、・の個別事項に定めるもののほカ・・次に定めるところによる・

（1竃灘響議墾璽霧㌶ミ彌も隷晶蹉繁麟ぱ璽i轡麟㌶震蕊議ξ議舞霧
　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林
　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4） 難警騰難難吉曝難㌶辮灘馨麟嬬灘繍蕊言鰍た者を除く．）に対
　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する・

（6 瀧鷲嬬欝鴛に該当する場合には、この経蹴糠積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことカミできる・

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

（7 摺語㌍櫟歴㍉ヂる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

②設欝酬漂㌶塁2鴎；認㌶舞羅藷蒜離熟業道その他の施設を楓・又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 雪㌶2ついて販売収益が生じた場合、経営管理撒が設定されないときには乙が（経営管理撒が設定されるときには経営管理実施瀦が卿こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②　乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

③当㌶漂蕪纏識㌫え霊嶽地変等の事由により保険事故カミ発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該嶋の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。
　＠　丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

③承㌶蕊㍊麗灘魏警漂選鍾㌶鑑り保鰯カミ発生L，．　El・iに支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11） 撒鴎鷲漂当誉掲げる事項を実施する予定の森林について（・）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは・乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12瀧鰹の責めに帰すべき軸｝こよって甲に不利益を生じさせたとき｝こは、その不利益に相当する額を支払うものとする・

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（1犠諜灘醐鰐瓢纏難㌘整麟金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする・

（14

；璽羅購鑑ξ護魏嶽麟瀦；麟；1㌶綴智譜離℃三場合その他…営…
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（16） ζ纏営管理糠積計画に定めのない事項及びこの経営鯉糠積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める・
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

C－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

き嫌警辮鑑編慾き呈裁額｝ま、木材の販売による収益の額から、主伐｝こ係る絃木材の販売に係る経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

とた籍量脇っいて甲に支払われるべき金⑳鯨木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

D－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（目二名マは二名称）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（件所叉は所売柚、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1066－2 1 1 46－1 山林 0．77 スギ 66 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1066－2 1 1 46－2 山林 0．77 その他広 71 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1066－2 1 1 46－1 山林 0．77 スギ 66

2 村上市中浜 1066－2 1 1 46－2 山林 0．77 その他広 71

3

4

5

6

7

8

9
←

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一
この瓢竃籔ナる市町村（乙）　　　　　住　所（同上）村上市長高橋邦芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一

一

（記載注意） ｛；は瓢㌶嬬鵬瓢‡鵜耀㌶蕩繋‡議◎定めた旨が分かる書鱗付すること．ま舗林所有者が
囎羅難議1難難1諜蕪1璽蕪難き圭朧；繁　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢は森騰に記載された内容を記載することとし・森樵と異なる場合はo書きで椴に2段書きに

　　すること。
（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務

　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担

　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件

　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等

　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。’

（8）甲への通知

　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める．
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき
　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない．

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14

ご駕羅購巖箋㌶敷曇嶽驚麟；撒㌶撒麟㌶℃三場合その他当＿理権
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15

　②経営管理実施酬分計画が定められる場合、経営管理実施締が当該森林で締管理繰施する義務韻い・甲は縫鯉実施締礒務履行を求めるこ
　　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

③営誓㌶㌶禦瓢纏轟墾難㌶欝㌶灘灘篁㌶㌶㌶誌聲欝けた額の艦当該経
（16） 言纏営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理麟積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める・
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1066－2 1 1 46－1

C－2
村上市中浜 1066－2 1 1 46－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1066－2 1 1 46－1

D－2
村上市中浜 1066－2 1 1 46－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

整　理
番　号 集1－3

鰭書蹴定を受ける市町 （名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号
経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名又は名称）

　　　　　　　　　　　　　　　一

（住所又は所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき

　　金銭（D）の額の算定方法

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58

2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52

3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76

4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76

5

6

7

8

9
、

10

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一
　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（記載注意） （1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。

（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること・また・森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には・

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部
　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2巷灘管理糠積計画の定めるところにより設定される経営離及び経営管理受益権｝ま、・の個別事項に定めるもののほカ・・次に定めるところによる・

（1竃灘響議竃轡欝1き鶏㌫ぷ㌶嬬鑑㌘rl㌘巖篭叢蕊㌶誓㌶㌶㌶
　　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

．（2）

　　　　　する監督責任のみを負う。

　　（3）経営管理権の対象とする森林

　　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4） 難警謙難璽吉簾灘⊇繍鷺灘璽鷲欝熱㌶灘言れた者を除く．）に対
　　　しても、その効力があるものとする。

　　（5）租税公課の負担
　　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6 瀧鱗鵠㌻慧に該当する場合には、この経営管艦積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる・

　　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②認ll㌶難難ξ撫麟纂㌶㌶叢ぽ鑑き一…により被　して（9）・
　　　③霞辻腰灘器曇竃§算嵩聾：竃製票塗巖護蓼縫菖蓮護㌶9妻亀纏㌶㌶圭蔑

（7 摺漂㌍酔響㍉ヂる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　②設欝酬漂㌶塁2鴎；認㌶灘麓㌶巖業道その他の蹴設置し・又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

　　（8）璽㌶璽ついて販売収益が生じた場合、経蹴撒が設定されないときには乙が（経営管理撒が設定されるときには繕理実施瀦が）　El’｝こ対

　　　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める．
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請
　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは・乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合・甲が住所又は名称を変更した場合・甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15瀧ぽ欝當灘罐定を受けた森林の一部又は全部につv、てこの繕嶋積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。
　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い・甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負っ。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番

　

林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞．
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林
化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

C－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 1 1 71－0
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除
した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販
売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

D－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 1 1 71－0
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理

番号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名又は名称）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

で件言にη｝斗エチデ緬、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1043－6 1 1 94－1 山林 0．17 クロマツ 64 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1043－6 1 1 94－2 山林 0．18 その他広 69 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5
、

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1043－6 1 1 94－1 山林 0．17 クロマツ 64

2 村上市中浜 1043－6 1 1 94－2 山林 0．18 その他広 69

3

4

5
，

6

7

8

9

10

　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一

＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　この計画に同意する。

　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　　高　橋　邦　芳　　　　　　　　　　印

一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。

　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　　　　　　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

　　　　　　（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　　　　　　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部
　　　　　　　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

　　　　　　（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　　　　　　　すること。
　　　　　　（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y－°　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担

　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

　②乙は・乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。なお、

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は・丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。

　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。

　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき
（12）損害の賠償

　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。
　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。
（14）甲の通知及び届出

　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者か6支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。
（16）その他

　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1　　　　　対象森林　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

　

　　所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林
化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に
よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1043－6 1 1 94－1

C－2
村上市中浜 1043－6 1 1 94－2
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1043－6 1 1 94－1

D－2
村上市中浜 1043－6 1 1 94－2

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　’

6／7



別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉，

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉

　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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t

別記様式第1号

経営管理権集積計画
1．個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（r手夕1▽け名称、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

r仕百斤▽け盲斤≠工楠、　　　　　　　　　■

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1003－9 1 1 89－1 山林 0．16 スギ 49 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1003－9 1 1 89－2 山林 0．15 その他広 56 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1003－9 1 1 89－1 山林 0．16 スギ 49

2 村上市中浜 1003－9 1 1 89－2 山林 0．15 その他広 56

3

4

5

6

7

8

9

10
、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意） ほ）　この個別事項は、縫冨官埋権を設疋9る者が異なる場合には・別葉とすること・
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること・また・森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること．
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい
　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める．
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める．
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする．

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合・甲が住所又は名称を変更した場合・甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15瀧欝寄灘㌶鍵定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管礁積計画の内容に齢する限り｝こおいて、甲の同意を要さずに・経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負っ。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
　　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を○実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1003－9 1 1 89－1

C－2
村上市中浜 1003－9 1 1 89－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

き嫌警麟灘耀三き曇㌶額｝よ木材の販売による収益の額から、主伐｝こ係る絃木材の販売に係る経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

とた編養iこついて甲に支払われるべき金勧額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る縫及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

舗麟藁聾㌶鷲㌶㍊藷用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない．（留意事項）○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1003－9 1 1 89－1

D－2
村上市中浜 1003－9 1 1 89－2

一　
　
　
　
　
一
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　　く時期〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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1

別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整i理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森．林所有者（甲） イ1千夕i▽け4ζ称、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（仕所又は所在地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

5

6

7

8
、

w

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58

2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52

3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76

4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　　　　　　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
　　　　　　（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　　　　　　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部
　　　　　　　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

　　　　　　（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　　　　　　　すること。
　　　　　　（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う．

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において・経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く．）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担　　　　　　、
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合　　　　　　　　　t・・

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする．

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは・当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し・又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 璽㌶2っいて販売収益が生じた場合、経営管理撒が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営鯉実施瀦が）甲｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする・
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める．
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに・立木の所有権は甲に帰属するものとする・

（14

；驚羅購巖ξ籠繊麟麟撫当；撒嬬鑑麟㌶℃三場合その他当＿理権
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

（15遭欝毒耀銚纒定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理撒計画の内容に齢する限りにおいて・甲の同意綾さずに・経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

③1難蕪繕難1難難1灘鰻1㌶；㌶i難難ナた額の一当該経
（16） 言纏営管理糠積計画に定めのない事項及びこの経営管理鱗積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める．
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1一　　　　　　　　　　　　　　文寸象森ホ木　　　　　　　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在

　　　　

地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
　　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を○実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

C－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 1 1 71－0
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

D－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 1 1 71－0
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

rr辛名Yは夕i称、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A），

r仕司〒▽け司〒≠芦楠、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4

5

6

7

8

9

10 ’
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59

2

3

4

5

6
一

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。

　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること・また・森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には・

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部
　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う．

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが
　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる．

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　　　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合　　　イ
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは・当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。　　　、
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする．
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合・乙が復旧を行うこととし・復旧内容は甲と乙の協議により定める・
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

③当㌶漂㌶麟認鶏皇㌶嶽地変等の事由により保購カミ発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

③驚誌㍊㌶灘遵璽漂選亀㌶鑑り保興カミ発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11） 簑鑑㌶鷲轡警掲げる事項を実施する予定の森林につV・て（・）に掲げる事項を実施することカS不可能又は不適当になったときは・乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12瀧鰹の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたとき｝こは、その不利益に相当する額を支払うものとする・

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13當纂灘灘麟鴎響ζ繋漂聾麟金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする・

（1騰灘熟鐘ごξ㌶籔纏巖㌶；撒罐灘麟㌶℃三場合その他当……
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（16） 匡雛営管理簾積計画に定めのない事項及びこの経営管離集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める・
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林
経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

5経覧欝講麟高綴麟施長≧｝こより複層林化を図るものとする．尚、施業の実施にあたっては鞭林
告の豊麟麟鍛㌶聾難ため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林欝からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

C－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

6竃警糟嶽嬬三き呈裁額｝よ木材の販売による収益の額から、主伐｝こ係る繊木材の販売に係る経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

とた織義1こついて甲に支払われるべき金銭の齢木材の販売による収益の額から利用間伐に係る繊及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

D－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

整　理
番　号 集1－3

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号
経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

‘呼名Yは名称、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（伴所又は所存地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき

　　金銭（D）の額の算定方法
番号 所　在 地番 林班 小班

施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1042－12 1 1 100－3 山林 0．11 スギ 66 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
2

3

4

5
㌔

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1042－12 1 1 100－3 山林 0．11 スギ 66

2

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一
一

（記載注意） （1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること・また・森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし・林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には・

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。
（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2巷灘管理樵積計画の定めるところにより設定される経営管艦び経営管理受益ue・｝ま、・の個別事項に定めるもののほカ・・次に定めるところによる・

（1竃㌶鞭羊議竃轡翼1静瓢鑓ぷ欝騨織ム酬鶉灘㌶2籔耀叢鑑纏纒霧
　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
（4） 難難戴鰹○吉曝灘鎌諜灘誓麟㌶灘遥麟；言鰍た者を除く．）に対
　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6瀧舗㌫欝6に該当する場合には、この締礁積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことカStできる・

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②ぽll灘叢難：難≧二㌶≧㌶叢；霧蕊一…により被　して（9）・
　　③霞己窪璽ま竃欝譲欝欝：奮雛叉瓢曇題驚縫曇縫乏讃享ξ議纏量芒鴛㌶塞：

（7 瀧語↑漂禦歴掲vヂる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

②設誌酬漂鴎㌶墨鴎；認㌶舞灘熟諜㌫業道その他の施設を設置し・又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 議漂程ついて販売収益が生じた場合、経営管理撒が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管躾施儲が）甲｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める．
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）　ご
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める．
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14

躍羅灘巖ξ護魏鷲闘灘羅講；蹴魏瓢麟㌶℃三場合その他＿＿
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15遭§嫌灘議罐定を受けた森林の一部又は全部についてこの締理縫積計画の内容に齢する限りにおいて・甲の同意を要さずに・経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

　③甲が経営醜実施概分計画により設定された経営鯉受益権に基づき経営鯉実施齢から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経
　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙か5支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

　

　　所在 地番 林班小班
施業
番号

5経覧欝魏麟鵠纏議施姦註｝こより鶴林化を図るものとする．尚、施業の実施にあたっては鶴林
告圏麟褒禦誓織袋欝㌶ため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林欝からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1042－12 1 1 100－3

C－2

、
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
番号

　　　＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
　　○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る施業　　経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1042－12 1 1 100－3

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∪

D－2 、
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

〆rC夕二▽肝在稔、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

r仕百序▽け百斤≠F柚、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1045－14 1 1 40－1 山林 0．97 スギ 66 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1045－14 1 1 40－1 山林 0．97 スギ 66

2

3

4

5

6

7

8

9

10

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一
　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　’変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は：1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。

f
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（9躍燕雛欝灘竃蕉禦繁㌫鵠‡麟㌶鷲瓢し、甲｝まこ＿す＿、
③当灘漂嶽麟認巖‡㌶嶽地変等の事由により嶋故カミ発生し、甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙力・・“当該保険金を復旧の用に供するため・甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする・

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

③欝㌶㌶驚縫麟‡罐麟！議湛㌶麟㌘彗曝嬬㌶㌶三ができることとし、甲はこれを

④す覆泊及び造林．保育の繊の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする・

（11） ㌶㌶鱈欝㌣酬‡易げる事項を実施する予定の森林につV・て（・）に掲げる事項を実施することカミ不可能又は不適当になったときは・乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき　　　　．
　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12瀧鰹の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたとき｝こは、その不利益に相当する額を支払うものとする・

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない．

（13麟難㌶醐籔灘ζ繋難勤諮銭の支払は生じないとともに疎の所有権は甲に帰属するものとする・

（14

㌶難熟蕪ご箋難弩嬬㌶雛き；綴麟瓢㌶麟℃三場合その他当該経営…
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（16） 三雛営管理糠積計画に定めのない事項及びこの繕理鞠責計画に疑義が生じたときは・甲・乙が協議して定める・
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林 1　　　　　　　　　　　　　　　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森埜の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番

　

林班小班
施業
番号

き経辮議離鵠鱈議施凝≧｝こより繊化を図るものとする．尚、施業の実施にあたって購層林
告の墾㌘麟鍛㌶㌶編ため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林欝からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1045－14 1 1 40－1

C－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1045－14 1 1 40－1

D－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

整　理
番　号 集1－3

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号
経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏夕又は文称、一一■　　一．．一　一一　一． （住所又は所在地）

一・

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）
一．■■＿

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき

　　金銭（D）の額の算定方法

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1065－12 1 1 35－0 山林 0．27 スギ 65 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
2 村上市中浜 1044－11 1 1 73－0 山林 0．25 スギ 56 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
3

4

5

6

7

8

9

1α
ド
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 ．権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1065－12 1 1 35－0 山林 0．27 スギ 65

2 村上市中浜 1044－11 1 1 73－0 山林 0．25 スギ 56

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意） （1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること・また・森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には・

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段葺きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとするn

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し・又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する．なお、

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。

　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。

　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき
（12）損害の賠償

　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。
（14）甲の通知及び届出

　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該経
　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1065－12 1 1 35－0

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林
化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に
よって判断できる限りで行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

C－2
村上市中浜 1044－11 1 1 73－0
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別添2　木材の販売による収益から伐i採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

D－1

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除
した額とする。

○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販
売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、／i

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1065－12 1 1 35－0

D－2
村上市中浜 1044－11 1 1 73－0

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ひ
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項
経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号
整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名又け在歎、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（倖所叉は所存地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法番号 所　在 地番 林班 小班

施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及

　び方法

備考

1 　　，村上市中浜 1044－6 1 1 79－0 山林 0．21 スギ 54 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3
＼

4
ジ

5

一

　6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1044－6 1 1 79－0 山林 0．21 スギ 54

2

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意）　（1）

　　　　　　（2）

この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。 また、森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし・林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には・

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況罧齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは・気象災等により被害が発生して（9）・

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする．

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し・又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9㌧襟灘㌶総曇難隷繁；鑑潔2騰鱈㌶監甲はこれを承諾する一

③

（1°蹄繍黙欝ll竃鞭醗議㌶橿鷲罵鱗雛ができることとし、甲はこれを

④す覆1日及び造林傭の経費の用に供しても、なお噸金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする・　　ぐ

（11） ㌶議誓鷲㌘誉掲げる事項を実施する予定の森林につV・て（・）に掲げる事項を実施することカミ不可能又は不適当になったときは・乙

　　　　当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。　は、
　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12

ぱi盤麟蕊臨；瓢㌶叢き蕊損蕪當竺うものとする・
（13購難麟麟鞭纂ζ竃鷺響遭麟金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする・

（14

耀灘購遺戴護繊麟灘霊麟1㌫罐瓢麟総三場合その他当該一権
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（16） 三膿営鯉縫積計画に定めのない事項及びこの経営管理糠積計画に疑義が生じたときは・甲・乙が協議して定める・
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班 小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
　　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を○実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける．
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1044－6 1 1 79－0

C－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

き鷺警鱒麟翻嶽き呈議劉よ木材の販売による収益の額から、主伐｝こ係る繊木材の販売に係る経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

とた織昆iこっいて甲に支払われるべき金銭の鯨木材の販売による収益の額から利用間伐に係る縫及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

5経§膿聾灘豫㌶議与脇用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない．

村上市中浜 1044－6 1 1 79－0

（留意事項）
○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　司
D－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び垣去

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

r嘩必▽L寸必i駄、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

r仕所▽け百斤≠F柚、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1044－6 1 1 79－0 山林 0．21 スギ 54 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1044－6 1 1 79－0 山林 0．21 スギ 54

2

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

（記載注意） （1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること・また・森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。’

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　　　　1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造　　　乙は、
　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい
　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において・経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く．）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる．

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②イ 乙熟勤量麟欝撫森蕊享（、）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）・

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする．

（7 欝譜↑悟漕釈膿掲↓婿項の実施のため必要があるときは、当謙に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

②設㌘酬漂鴎欝㌫嘉搬㌶舞鱈議巖犀業道その他の施設を鍋、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 璽議驚っいて販売収益が生じた場合、艦理撒が設定されないときには乙が（経営管理実擁が設定されるときには経営管理実施瀦が）甲｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。

　　　　　t＼
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める．

　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。

　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない．
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合・甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成
　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1044－6 1 1 79－0

〈経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’C－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等腰する経費をrewaしてなお利益がある場合におvて甲に支払われるべき金劇D）の額の算勧法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号
講翻鑛蓉灘議纏膏奢懸㌶灘蒜㌶罐㌶警㌶譲
とた鶉‘脇っいて甲に支払われるべき金銭の齢木材の販売による収益の額から利朋伐に係る経費及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

6経離璽聾㌶灘購与㌫用して全繊負担とし、所有者に利益を還元しない・

5留覆㌶L管理を行うために要した顯｝ま乙が負担するものとする．

村上市中浜 1044－6 1 1 79－0

D－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

〈6期睡理実施儲から甲に対するDの支払については伐徽木材の販売9又入額が確定後速やかに行うものとする・

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名又は名称）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（住所又は所在地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59

2

3

4

5

6
’

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一
　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一

　　ペ

ー

（記載注意） （1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2巷灘管理縫積計画の定めるところにより設定される経営管理撤び経営管理受益tk・vま、・の個別事項に定めるもののほカ・、次に定めるところによる・

（1） 麓轡蒜銚鵯難議㌣罐当該森林」という．）の経営管理のため、・の個別事項に定めるところ｝こより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という．）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等腰する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2） 讃購撒配分計画が定められない場合には、乙は、自己の貝オ産に対するのと同一の注意麺もって経蹴を行嚇を負う・

　　　②う】嬬灘曝麟舗㌘墓皇㌶鑓欝灘瓢馨罐誓難誓馨㌶麟躍雛響蕾罐懲
　　　　できる．また、乙はこの経営管理繰積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された幸階徴収の権限の範囲内において・経営管理実施瀦に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4） 難繋難灘三吉灘慧㌶灘灘馨罐議繕繍蕊ξ鰍た者を除く．）に対
　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6 瀧鷲鵠欝鴛に該当する場合には、この経営鱗集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる・

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②イ 慮麟蕊量罐r㌫森蕊享（、）に掲げる事項を実施することが著し≦困難となったときは・気象災等により被害が発生して（9）・

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③ζ纏辻窪！糟麟㌶譲§§醤璽2奮鶯煕懸簾題禦擁菖蓮蕊齢ξ議纒量芒鷲㌶圭巽1

（7摺語↑烈禦繋掲｝簿項の実施のため必要があるときは、当繍木に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該㈱こ

②設欝響漂竃㌶2鴎；畿㌶㌫繋量議㌶灘元業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 雪議籔っいて販売収益が生じた場合、経営管理撒が設定されないときには乙が（経営管理撒が設定されるときには経営管理実施鰍㌍｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合・甲が住所又は名称を変更した場合・甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成
　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。
　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。
　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

C－2

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

一
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

一

　　所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除
した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販
売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

D－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（F攻又け全款、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（倖所立は所右二紬）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法番号 所　在 地番 林班 小班

施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1044－10 1 1 74－0 山林 0．28 スギ 51 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4
／r

5

6

7

8

9

10
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k

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者 （E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1044－10 1 1 74－0 山林 0．28 スギ 51

2

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一
この瓢竃麺ナる市町村（乙）　　　　　住　所（同上）枇市長高橋邦芳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所（同上）

一

繊臆）

6
；
　
　
　
　
　
　
：
：
：

禦議㌶罐嶽蕊醸篇欝㌶蕩謄鴎鑑より定めた旨が分かる書類を添付すること・ま一所有者が

　　すること。
（5）（B）欄は、・「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　・
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　　　　1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため・1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造　　　乙は、
　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において・経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4） 讐㌶鶴纏諜罐欝、乙に経営纏が、甲に締理受益権（金勤支払を受ける権利）が、それぞれ設定される．

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。，

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする．

（7 竺鷲↑㌣幣歴㍉ずる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該森林に

②設㌘轡㍗鴎㌶2糠；認㌶灘灘議藍㌫業道その他の撒設置し、又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 議籔っいて販売収益が生じた場合、繕理撒が設定されないときには乙が（経営管理撒が設定されるときには経蹴実施瀦が）楡甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する．なお、

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。

　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請
　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。

　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき　　　　　　　　　　　　　f，
　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき
（12）損害の賠償

　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない．

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。
（14）甲の通知及び届出

　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成
　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
　　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を○実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林
6の墾麟麟鍛㌶誓諜驕ため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林欝からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1044－10 1 1 74－0

C－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林

木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利蕪がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除
とた籍講iこっいて甲に支払われるべき金銭の鯨木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1044－10 1 1 74－0

D－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

r［亡々▽悼”翫、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

r仕百斤▽L寸百斤存楠、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及

　び方法

備考

1 村上市中浜 104仁1 1 1 104－1 山林 0．34 スギ 54 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1041－1 1 1 104－3 山林 0．63 その他広 46 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

所　　在

村上市中浜

村上市中浜

地番

104仁1

1041－1

林班

1

1

小班

1

1

業

号

施

番

104－1

104－3’

地目

山林

山林

況
齢
現
林
況
種
現

樹
積

a
面
h

0．34

0．63

スギ

その他広

54

46

経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

この計画に同意する。

　　権利の設定を受ける市町村（乙）

権利を設定する森林の森林所有者（甲）

住

住

所（同上）

所（同上）

村上市長 高　橋　邦　芳

　　　　　　　　　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。　　　　　　（1）（記載注意）
　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　　　　　　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
　　　　　　（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　　　　　　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　　　　　　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

　　　　　　（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　　　　　　　すること。
　　　　　　（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい
　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において・経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　畑）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7 瀧設㌍讐轡lr㍉ヂる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 璽㌶鴛っいて販売収益が生じた場合、経営管理撒が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施麟が）甲｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める．

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林ぺの到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない．
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成
　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。
　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

5経誉欝講麟鵠綴議施姦≧｝こより鶴林化を図るものとする．尚遊業の実施にあたっては複層林化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1041－1 1 1 104－1

C－2
村上市中浜 1041－1 1 1 104－3
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販
売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

　

　　所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1041－1 1 1 104－1

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

D－2
村上市中浜 1041－1 1 1 104－3
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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寸

別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

〆FC夕▽t・キタ．壬左、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

r仕百斤▽け百序フ年楠、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1042－1 1 1 100－1 山林 0．12 スギ 66 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1042－2 1 1 100－2 山林 0．11 スギ 66 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5

6

7

8

9

10
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〆

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1042－1 1 1 100－1 山林 0．12 スギ 66

2 村上市中浜 1042－2 1 1 100－2 山林 0．11 スギ 66

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

　　　　　　　ワ
（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。
（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には｛乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う．

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く・）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる．

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合’

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し・又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復IH及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない．

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成
　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる．

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。
　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に
よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1042－1 1 1 100－1

C－2
村上市中浜 1042－2 1 1 100－2
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別添2 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1042－1 1 1 100－1

D－2
村上市中浜 1042－2 1 1 100－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名▽け名称、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（件所又は所在地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法番号 所　在 地番 林班 小班

施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1064－19 1 1 57－1 山林 0．93 スギ 61 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1042－3 1 1 101－0 山林 0．02 その他広 66 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者 （E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1064－19 1 1 57－1 山林 0．93 スギ 61

2 村上市中浜 1042－3 1 1 101－0 山林 0．02 その他広 66

3

4

5

6

7

8 一

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一
この認罐彊ナる市町村（乙）　　　　　住　所（同上）村上市長高橋邦芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一

（記載注意）
｛魂螺㌶欝薯馨篇難繰鵜欝㌶㌶瀧鑑より定めた旨が分かる書撚付するこ己まぽ林所有者が　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。（3）（A）欄の「面積」は林地台樹こ記載された地番ごとの面積を記載することとし淋地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には・　　実測面積をo書きで下段に2段書き｝こする．なお、当該経営鯉糠積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし・1筆の一部　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　すること。
（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2昔灘管理麟積計画の定めるところにより設定される経営管理撤び艦理受益ee・vま・・の個別事項に定めるもののほカ・・次に定めるところによる・

（1

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林
　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4） 1灘騰難讐告蕊灘織罐麟誓麟灘総繍欝言駈た者を除く．）に対
　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6芦覧朧㌶灘巖言璽ξ議欝嵩麟灘謙ζ曝部分を取り消すことができる・

σ

（8） 璽議禦っいて販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実擁が設定されるときには経営管理実施儲が）甲｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める．

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③　丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。
　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに・立木の所有権は甲に帰属するものとする・

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15護鷲驚㌶議簾定を受けた森林の一部又は全部につし・てこの締理灘計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。
　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

5経覧驚瀦罐高鱈麟施凝≧｝こより鶴林化を図るものとする．尚、施業の実施にあたっては鶴林
告の讐鰍麟㌶㌶誓諜闘ため、年1回の㈱の巡視を行うものとし、当該巡視は林欝からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1064－19 1 1 57－1

C－2
村上市中浜 1042－3 1 1 101－0

5／7



別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村
上
市
中
浜
　
戊 1064－19 1 1 57－1

D－2
村上市中浜 1042－3 1 1 101－0
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

＜麟営管理実施儲から甲に対するDの支払につい工伐縮木材の販売収入額が齪後速やかに行うものとする・

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）・

rFF名マけ名称、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（伴所マは所存1馳）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1045－5 1 1 98－1 山林 0．27 スギ 56 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1045－5 1 1 98－2 山林 0．31 その他広 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3 村上市中浜 1042－5 1 1 64－0 山林 0．14 スギ 71 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 　　　　　、別添2のD－2参照 別添3－1参照

4 村上市中浜 1045－10 1 1 67－0 山林 0．15 スギ 51 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

5 村上市中浜 1045－12 1 1 66－0 山林 0．41 スギ 51 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

6

7

8

9
●

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印

備
考
一

1 村上市中浜 1045－5 1 1 98－1 山林 0．27 スギ 56

2 村上市中浜 1045－5 1 1 98－2 山林 0．31 その他広 76

3 村上市中浜 1042－5 1 1 64－0 山林 0．14 スギ 71
句

4 村上市中浜 1045－10 1 1 67－0 山林 0．15 スギ 51

5 村上市中浜 1045－12 1 1 66－0 山林 0．41 スギ 51

6

7

8

9

10

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（記載注意）　（1＞

　　　　　　（2）

この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。 また、森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため・1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい
　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。
　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く・）に対

　　しても、その効力があるものとする。　　　　　　　　　．

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6 瀧舗灘ξ麟に該当する場合には、この締纏積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことカ・・できる・

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②イ乙置耀瓢麟欝ム森蕊享（、）に掲げる事項を実施することが著しく困難ったときは鎮災等により被害が発生して（9）・

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7 摺該㌍漕釈灘掲↓ずる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該酬こ

②設欝酬漂雛塁塁鴎；蕩㌶舞灘㌶匡熟業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 璽議籔ついて販売収益が生じた場合、経営管理撒が設定されないときには乙が（繕理実雌が設定されるときには経営醜実施瀦が）甲｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。　　　　　　　　　’

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める・

　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない．

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合・甲が住所又は名称を変更した場合・甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成
　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。
　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。
　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　　　　　

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
　　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を○実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←

C－1

所在 地番 林班小班

　

施業
番号

〈経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1045－5 1 1 98－1

C－2
村上市中浜 1045－5 1 1 98－2

村上市中浜 1042－5 1 1 64－0

村上市中浜 1045－10 1 1 67－0

村上市中浜 1045－12 1 1 66－0
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1 、

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）　　　　　　　　ゴ
○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1045－5 1 1 98－1

D－2
村上市中浜 1045－5 1 1 98－2

村上市中浜 1042－5 1 1 64－0

村上市中浜 1045－10 1 1 67－0

村上市中浜 1045－12 1 1 66－0
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♂x，

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画

1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（B攻▽L斗を欣、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

f住所▽は所存地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法番号 所　在 地番 林班 小班

施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1042－4 1 1 102－1 山林 0．44 スギ 51 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1042－4 1 1 102－2 d」林 0．62 アカマツ 51 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5

6

7
●

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1042－4 1 1 102－1 山林 0．44 スギ 51

2 村上市中浜 1042－4 1 1 102－2 山林 0．62 アカマツ 51

3

4

5
！

6

7

8

9

10

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一
　この計画に同意する。

　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。

（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部
　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　　　　1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため・1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造
　　　乙は、
　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい
　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4） 讐灘購㌶欝欝、乙に経蹴櫟甲に経営管理受益権（金銭の支搬ける権利）が、それfれ設定される．

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法1rtet丁規則に定められた者を除く・）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（学覧舗嬬ξ㌶に該当する場合には、この締纏積計画のうち当該森林に係る部分を酬肖すことカミできる・

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②イ 乙R；麟麟量罐r㌫森芝嶽（、）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）・

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7 竺語↑鷲鱈灘掲し鱒項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

②設芸轡漂鴎㌶2鴎；盟㌶㌫繋議誌㌫業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 璽議驚っいて販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経蹴実施儲が）甲｝こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには・その不利益に相当する額を支払うものとする・　g

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

③誌串嬬購這薯講麟楚難鐘麟慧麟㌶1麟欝㌶耀是琵場合その噸経営灘
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15瀧欝竃驚㌶饗鍵定を受けた森林の一部又は全部についてこの経蹴謙計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに・経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い・甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

③と麟㍊菱施㌫難麟套㌫喜曇灘灘議㌶議‘㌶纏灘‡灘㌶㌫た酬度で、当該経
　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

C－1

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1042－4 1 1 102－1

〈経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∨一べ

C－2
村上市中浜 1042－4 1 1 102－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）．の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1042－4 1 1 102－1

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

D－2
村上市中浜 1042－4 1 1 102－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉

　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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董

別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号 集1－3 経営管理権を設定する森林の森

林所有者（甲）

（1モ名マは名称）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（住所又は所在地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1045－1 1 1 44－1 山林 0153 スギ 81 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1045－1 1 1 44－2 ．山林 0．53 アカマツ 81 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1045－1 1 1 44－1 山林 0．53 スギ 81

2 村上市中浜 1045－1 1 1 44－2 山林 0．53 アカマツ 81

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一
この調曝翼ナる市町村（乙）　　　　　住　所（同上）杜市長高橋邦芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一

（記載注意）
6ぼ響瓢濃ξ㌶霧繰嬬欝㌶蕩當㌫嘉より定めた旨が分かる書鱒付するこ‥一所有者が　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。（3）（A）欄の「面積」は林地台楓こ記載された地番ごとの面積を記載することとし淋地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には・　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部　　にっいて経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし・森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。
（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務

　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定め6．れた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるとき｝ま、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11） 織鵬㌶鷺㌣誉掲げる事項を実施する予定の森林につし・て（・）に掲げる事項を実施することカ9不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12瀧腰の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたとき｝こは、その不利益に相当する額を支払うものとする・

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13朧難嬬繰鞭魏ζ難漂整麟金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする．

（1騰灘笑繊言ごξ難敷▲麟瓢麟；≧魏瓢麟㌶℃三場合その他＿…
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（1聡講1難驚曇麟⇒麟嚇縷竃灘瓢糠魏欝；こτ鷹さず　
②と㌶禦i鞭㌶議讃薯iこ羅議難㌶馴㌶覧弩罐亨麟ξ冒鑓曇霧麟警竺嚇履行を求めるこ

③営誓㌶羅瓢饗纏毒墾㌶灘欝㌶暮㌶罐墓奪㌶㌶鑑聲驚けた額の蹴当該経
（16） 議営鯉繰積計画に定めのない事項及びこの経営管理燥積計画に疑義が生じたときは、甲、乙力瀧して定める．
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

村上市中浜 1045－1 1 1 44－1

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆

C－2
村上市中浜 1045－1 1 1 44－2
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除
した額とする。

○　利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販
売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

　　　　　　　　　　　　　　　）D－1

．

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1045－1 1 1 44－1

D－2
村上市中浜 1045－1 1 1 44－2
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

整　理
番　号 集1－3

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号
経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名又は名称）一　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一 （住所又は所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　一　　　　　　一一一　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　一

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき

　　金銭（D）の額の算定方法

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1065－2 1 1 34－0 山林 0．12 スギ 96 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
2 村上市中浜 1065－3 1 1 36－0 山林 0．77 スギ 91 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照
3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1065－2 1 1 34－0 山林 0．12 スギ 96

2 村上市中浜 1065－3 1 1 36－0 山林 0．77 スギ 91

3

4

5

6

7

8

9

10

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一この計画に同意する．

　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。

　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　　　　　　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。
　　　　　　（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　　　　　　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部
　　　　　　　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

　　　　　　（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　　　　　　　すること。

　　　　　　（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務

　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対
　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

　②乙は・乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。なお、

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

　③乙が②により森林保険を付保した場合であって・天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定める。

　②丙は・丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。

　③丙が②により森林保険を付保した場合であって・天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため、甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。

　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき
　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき
（12）損害の賠償

　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。
（14）甲の通知及び届出

　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

　①乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負う。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該経

　’営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。
（16）その他

　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
一

　　所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林
化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に
よって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1065－2 1 1 34－0

C－2
村上市中浜 1065－3 1 1 36－0
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

した額とする。
○　利用間伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販
売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

D－1

所在 地番 林班

　

小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　．

村上市中浜 1065－2 1 1 34－0

D－2
村上市中浜 1065－3 1 1 36－0
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整　理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名又は名称）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（住所又は所在地）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1042－6 1 1 63－0 山林 0．38 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称

　　　　　　●

権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1042－6 1 1 63－0 山林 0．38 スギ 76

2

3

4

5

6

7

8
今

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一
この鵜纏籔ナる市町村（乙）　　　　　住　所（同上）村上市長高橋邦芳　．

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一

一

（記載注意） 設署騰㌶㌶嶽巖‡鷲篇耀㌶蕩欝㌫嘉より定めた旨が分かる書類を添付すること・まぽ林所有者が
（灘鑓藤i灘藩蟹1難鱗難羅i曇繍翼lll叢鱗（4）（A）欄の「現況雛」及び「現況ホ欄は森騰に繊された内容を記載することとし・森撒と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。’

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は・1の個別事項に定めるもののほか・次に定めるところによる・

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売・造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という・）を収受するとともに・販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙1ま、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい
　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる．

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

②イ乙R璽瓢麟欝㌫森蕊享（、）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）・

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7 腔譜㌍悟歴㍉ヂる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

②設欝響漂鴎㌶墨鴎；認㌶灘灘藷曇森離㌫業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者｝こ設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8） 璽講程っいて販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実擁が設定されるときには経営管理実施瀦が用こ対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9璽犠藩鷺購釜難禦繁㌫き㌶黒麟㌶∵㌶跳し、mp、｝まこ＿する一

③1灘難難懇il灘灘㌶舞㌶表よ叢㌶鱈；鑑よ甲は当　の請
（1°躍繍舗難織1謙㌶罐㌶議案漂灘；㌶三ができることとし、甲はこれを

④す藷1日及び造林傭の顯の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする・

（11） ㌶鴎誓瓢轡酬掲げる事項を実施する予定の森林につV・て（・）に掲げる事項を実施することカミ不可能又は不適当になったときは・乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12瀧腰の責めに帰すべき事由｝こよって甲に不利提じさせた園こは、その不利益に相当する額を支払うものとする・

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13朧欝嬬灘繊纂ζ難漂勤鑑銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする・

（14

黙羅議這戴護魏嶽麟霧霊麟1綴麟鑑鱗瓢三場合その他当該…理権
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（16） 言膿営鯉麟積計画に定めのない事項及びこの経営管理鞠責計画に疑義が生じたときは・　EP・乙が協議して定める・
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　C－1＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
　　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を○実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

’

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　C－2＞
○　乙は、存続期間中に間伐を2回実施することにより複層林化を図るものとする。尚、施業の実施にあたっては、複層林

化の観点から広葉樹の不必要な伐採を避ける。
○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道等からの目視に

よって判断できる限りで行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノρ
村上市中浜 1042－6 1 1 63－0

C－2

泊
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

竃き難欝灘…轟曇翻営奢誓麟縫灘巌講醗癬；灘譲と聯論こっいて甲に支払われるべき金銭の鯨木材の販売による収益の額から利用間伐に係る緻及び木材の販売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

’

D－1

　

所在 地番 林班小班
施業
番号

5経㌶麟騒蕊織㌶与㌫用iして全額公費負担とし、所有緬益を還元しない．（留意事項）○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1042－6 1 1 63－0

D－2

A
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号整i理
番　号
集1－3

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

（氏名又は名称、

　　　　　　　　　　　　　　　　　一乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

f仕所Yは所≠F柚、

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59 2022．10．1
　
1
0
年
■ 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者 （E）　　　　　　　　　．

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地　　　　　　　　　氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1044－12 1 1 72－0 山林 0．75 スギ 59

2

3

4

5

6

7

8

9

10

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一
この調曝慈ナる市町村（乙）　　　　　住　所（同上）杜市長高橋邦芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一

繊鰭）
6
；
　
　
　
　
　
　
1
：

禦嶽嬬鵬㌶㌶嵩欝㌶㌶鴎‡最より定めた旨が分かる書類を添付するこ‥一所有者が

　　すること。
（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる．

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容　　　　　　　　　　　　　　v
　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　一．　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする．

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする．

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

③曇鷲纏㌶嶽講灘き靴欝森㌶暑覧㌫ξ鴎顯護㌶ξ睡㌶竃し、甲はこれを承諾する．なお・

③1灘灘難議i撫翻諜罐㌶表愚耀耀瓢こ｝よ甲は当該…の請
（1°欝繍講難懸1誌灘麗巖1㌶9離㌶鱗鑑ができることとし、甲はこれを

③竃竃≧鞍購lil難議il麟警纏塁＝麟㌶㌶叢菌ζ篇諜璽
④す覆i日及び造林傭の艘の用に供しても、なお保険金に残余がある胎は、事業収益に繰り入れるものとする・

（11） ㌶鵬誓獣轡酬掲げる事項を実施する予定の森林につV・て（・）に掲げる事項を実施することカミ不可能又は不適当になったときは・乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。
　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12瀧鰹の責めに帰すべき事由｝こよって甲に不利益を生じさせたとき｝こは、その不利益に相当する額を支払うものとする・

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13麟欝議閨麟麟響纏難難整雛金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする・

（14

蹴羅嚇這㌶嚢魏鷲鴎灘羅㌶1綴㌶劉麟蹴三場合その他当該…理権
　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（16） 三纏営鯉糠積計画に定めのない事項及びこの舗離集積計画に疑義が生じたときは・甲・乙が臓して定める・
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林 1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森林の保護等の全部又は一部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∀

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

き経覧欝灘罐高鱈麟施凝≧｝こより鶴林化を図るものとする．尚、施業の実施にあたっ諏擁林
告噌離麟鍛㌶誓欝闘ため、年1回の酬の巡視を行うものとし、当該巡視は林欝からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

C－2
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別添2
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

　

＜経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除

D－1

した額とする。
○　利用間伐にっいて甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。

村上市中浜 1044－12 1 1 72－0

D－2

（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℃
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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別記様式第1号

経営管理権集積計画
1　個別事項

整　理
番　号
集1－3

経営管理権の設定を受ける市町
村（乙）

（名称）

村上市長　高橋　邦芳

（所在地）

新潟県村上市三之町1番1号

経営管理権を設定する森林の森
林所有者（甲）

〆E【二．ケτ7トキイ7各、

乙が経営管理権の設定を受ける森林（A）

（住所マは所ナ亡細）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき
　　金銭（D）の額の算定方法

番号 所　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

経営管理権
　の始期

経営管理権
の存続期間
　（終期）

　（B）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内
　　　容（C）

乙が甲にDを
支払うべき時
期、相手方及
　び方法

備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76 2022．10．1 10年 別添1のC－2参照 別添2のD－2参照 別添3－1参照

5

6

7

8

9

10

‘
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乙が経営管理権の設定を受ける森林（A） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（E）

番号 所　　在 地番 林班 小班
施業
番号
地目
面積
ha
現況
樹種
現況
林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類 同意印
備考

1 村上市中浜 1064－18 1 1 56－1 山林 0．07 アカマツ 58
∨

2 村上市中浜 1064－18 1 1 56－2 山林 0．14 スギ 52

3 村上市中浜 1065－10 1 1 43－4 山林 0．05 スギ 76

4 村上市中浜 1044－18 1 1 71－0 山林 0．38 スギ 76

5

6

7

8

9

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一
　この計画に同意する。
　　　権利の設定を受ける市町村（乙）　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）　　　村上市長　　高　橋　邦　芳

　　　権利を設定する森林の森林所有者（甲）　　　　　　　　　　　　住　　　所（同上）

一
一

（記載注意）　（1）　この個別事項は、経営管理権を設定する者が異なる場合には、別葉とすること。
　　　　　　（2）　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

　　　’　　　　変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

　　　　　　（3）（A）欄の「面積」は林地台帳に記載された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

　　実測面積を（）書きで下段に2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付することとし、1筆の一部

　　について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定することのできる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載すること。

（4）（A）欄の「現況樹種」及び「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は（）書きで下段に2段書きに

　　すること。

（5）（B）欄は、　「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。
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2　共通事項
　　この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（1）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　　　乙は、1の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造

　　林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する

　　経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。

（2）受託者の義務
　　　①経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　　　②経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　　　う。）は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　　　する監督責任のみを負う。

（3）経営管理権の対象とする森林

　　　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（4）経営管理権及び経営管理受益権の設定
　　　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　　　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く・）に対

　　しても、その効力があるものとする。

（5）租税公課の負担
　　　甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（6）経営管理権の設定等の条件
　　①乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる．

　　　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　　　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合
　　②乙は、災害その他の事由により当該森林において（1）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して（9）、

　　　（10）により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　　③甲は、1の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

　　④甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（7）森林への立入り及び施設の利用等
　　①乙は、（1）、（9）、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り・若しくは乙以外の者を立ち入らせ・又は当該森林に

　　　設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。
　　②乙は、（1）、（9）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し・又は乙以外の者に設置させることがで

　　　きる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

（8）甲への通知
　　　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対

　　して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（9）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。
　②乙は、乙の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを承諾する・なお・

　　当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。
　③乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金の請

　　求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）
　①気象災等により当該森林について被害が発生した場合、丙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と丙の協議により定めるa
　②丙は、丙の費用負担（事業経費等）において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし・甲はこれを

　　承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は丙がこれを行うものとする。
　③丙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し・甲に支払われる保険金があるときには・甲は当該保険金の請

　　求及び受領を丙に委任するものとし、丙が当該保険金を復旧及び復旧後の造林・保育経費等の用に供するため・甲は当該保険金全額を丙に帰属させるものと

　　する。
　④復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるものとする．

（11）災害等による経営又は管理の不実施
　　次に掲げる場合において、　（1）に掲げる事項を実施する予定の森林について（1）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、乙

　は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

　①災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

　②路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき
　③当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償
　①乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

　②乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。　　　　　．

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法
　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出
　①甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。
　②甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合・甲が住所又は名称を変更した場合・甲が死亡した場合その他当該経営管理権

　　集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15瀧鷲灘麟纒定を受け櫟木の一部又は全部につし1てこの経営管理糠積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに・経営

　　管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる．
　②経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めるこ

　　　とができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年1回の報告を徴収する義務のみを負っ。

　③甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは・当該支払を受けた額の限度で・当該経

　　営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他
　　　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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別添1　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（C）

1 対象森林　　　　　1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

所在 地番 林班小班
施業
番号

＜経営管理実施権が設定される場合　C－1＞
○　経営管理実施権者が間伐、主伐並びに主伐後の植栽及び保育等の施業、木材の販売、森埜の保護等の全部又は一・部を
実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

C－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

き経覧驚麟麟鵠鱈議施姦註｝こより鶴林化を図るものとするぷ施業の実施にあたっては鶴林
告噌該麟鑑鷲難樂㌫元め、年1回の酬の巡視を行うものとし、当該巡視は林欝からの目視によって判断できる限りで行う。

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

C－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 1 1 71－0

ノ
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別添2　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

対象森林
木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益
がある場合において甲に支払われるべき金銭（D）の額の算定方法

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定される場合　D－1＞
○　主伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から、主伐に係る経費、木材の販売に係る
経費、主伐後の植栽及び保育に係る経費その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除
した額とする。

○

売に係る経費として乙が算定した額を控除した額とする。　　　　　』
利用間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額から利用間伐に係る経費及び木材の販レ

D－1

所在 地番 林班小班
施業
番号

〈経営管理実施権が設定されない場合　D－2＞
○　間伐に要する経費は、森林環境譲与税を活用して全額公費負担とし、所有者に利益を還元しない。
（留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。

村上市中浜 1064－18 1 1 56－1

D－2
村上市中浜 1064－18 1 1 56－2

村上市中浜 1065－10 1 1 43－4

村上市中浜 1044－18 」 1 71－0
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別添3　甲にDを支払うべき時期、相手方及び方法

1　（経営管理実施権が設定されない場合）

　　〈時期〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　　〈相手方及び方法〉

　　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

2　　（経営管理実施権が設定される場合）

　　〈時期〉
　　　○　経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　〈相手方及び方法〉
　　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　　（支払先）　甲の指定する口座
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